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3. マーケティング・ボード
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4. むすび一ーマーケティング・オーダーとマーケティング・ボード
1. はじめに
世界の主要鶏卵生産国の需給調整政策は，大別すれば4類型であり，
(1) 自由流通が基本であり，生産者負担による消費促進活動が行われるアメ
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リカ型
(2) 自由流通が基本であり，加盟各国で活発な消費促進活動が行われている
が，輸入課徴金，輸出払戻金による境界調整を行うEC型
(3) エッグ・マーケティング・ポード！）が設立され，それが価格形成に関与
し，羽数割当て，賦課金徴集，過剰鶏卵の処理を行い，輸入は事実上制限
されているオーストラリア・カナダ・南ア型
(4) かなり複雑な中間型である日本型
などがあげられると思われる丸
わが国の鶏卵需給調整を検討する場合，諸外国の経験が注目されるが，われ
われは各国の需給調整政策をめぐる諸問題の全貌を充分につかんでいるとは思
われない。
そこで本稿では鶏卵産業を全体として組織化する仕組みとしてのマーケティ
ング・オーダー（アメリカ）とマーケティング・ボード（オーストラリアそのほか）
をとりあげ，それぞれの実態をできるだけ詳細に把握するとともに，両者の比
＇較と評価を試みることにしたい。
1)東井教授らは，マーケティング・ボードを販売公社と訳されているが，ここでは無理
に訳出しないこととする。東井，堀田共訳， キャプスティック「農業経済学』， ミネ
ルヴァ書房， 1978年， 122頁。
なおそこで触れられているザ・プリティッシュ・エッグ・ポード (1957年設立）
は， 1967年に任命された鶏卵組織再編委員会が，自由市場への回帰と，より権限の少
ない，鶏卵流通改善を目的とする組織への改組を勧告したため， 1971年3月，ジ・エ
ッグズ・オー ソリティに切り替えられた。
"Report of the Reorganisation Commission-for Eggs," Her Majesty's Statio-
加 ryOffice, 1968. 
D. Gumm切gs,a draft "The United Ki切gdomEggs Aut加ri_ty",Oct. 24, 
1974. 
2)桜井悼治，「鶏卵需給調整政策の国際比較」，上村教授退官記念論文集「地域農業の振
興と計画』，楽滸書房， 1981年3月，第1l部第7章。
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2. マーケティング・オーダー
(1) アメリカの鶏卵需給調整
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諸文献によって，アメリカにおける卵価形成と需給調整をめぐる推移を年表
のかたちにまとめて見ると第 1表のようになる。
アメリカでは， 1958年から 61年にかけて，農産物販売協定法 (Agricultural
Marketing Agreement Act, 1937)による卵価対策を求める運動があり，つづい
て1967年には卵価暴落に伴ってなんらかの供給コントロール機構を求める運
動，また1971年には鶏卵産業調整法の制定を求める運動があったが，いずれも
成功していない3)。 その結果としてアメリカは今日では全体として鶏卵の需給
調整の政策をとっていないといえる。その中で特筆に値するのは， UEP(United 
Egg Producers, 鶏卵専門農協の全米的連合体）の自発的供給調整運動と，カリフォ
ルニア州で成立 (3年半後に終了）した CEP(Californ泣 EggProgram)の2つ
である。その一方で後述のようにいわゆる全米チェック・オフ・プログラムに
よる消費促進活動が行われている。
1) UEPの自発的供給調整運動4)
UEPの行った自発的供給調整運動は， はじめ「アクション・ナウ」と呼ば
れ， 1970年 7月にスタ ートしたが，それは鶏卵供給量を農務省の勧告水準 (19
70年7~12月の生産量を前年同期の2.5彩増以内にすること）に自発的に調整しよう
とするものであった。その結果は，生産量実績が上記のガイドライン以下に収
まり，その意味で運動は完全に成功したとされている。ただしこの場合の手
段・方法の詳細あるいは成功の背景は明らかでない。
3) Proposed Amendment : Adding Authority /or a Stabilization'Pool to the Cali-
fornia Egg Program, As Amended, 1974. 
4) Masters, G.C., United Egg Producers !~formation and Stabilization Program, 
"Readings on Egg Pricing", edited by Rogers and Voss, Univ. of Missouri-
Columbia, 1971. 
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ところが1971年初頭，農務省統計の成鶏羽数が400万羽も上方に訂正された
こと，「アクション・ナウ」による淘汰が産卵率の上昇をもたらし，産卵鶏の
若返りやマレック病の免疫増加などによって産卵鶏の生存率が上昇しつつあっ
たこと，などのために新たな供給調整運動「フェイス Iー アクション・ナウ」
が必要となった。
「フェイスI」の内容の要点は，淘汰の強化，ひな注文の削減，餌づけの延
期，鶏卵の「隔離」加工貯蔵，などであった（ほかに鶏卵取引所 ECIの設立が含
まれる）が， 「フェイスI」は部分的にしか成功しなかったとされている。そ
の理由としては，マレック病ワクチンによる生存率上昇c.,産業内部における
協力の不足ないし意見の不一致があげられている。
この年つまり1971年の後半に，前述のように，成鶏羽数の強制的減少を一時
的に可能にするための「鶏卵産業調整法」の成立を求める運動があったが，こ
れも産業内部で受け入れられなかった．ので成功しなかったとされているが，背
景は「フェイス I」と同じように，意見の不一致ということになろう。
2)カリフォルニア・エッグ・プログラム5)
UEPの「フェースI」が十分に成功しなかった翌年，つまり 1972年に，全
米でカリフォルニア州だけに，明確に卵価維持を意図した「市場隔離」 （正式
には過剰鶏卵プール）と消費促進を行う CEP が成立• 発足した。 CEPは州法
(California Marketing Act, 1937)に基づく 1つの「販売命令」 （マー ケティン
グ・オーダー）であり，州内の全生産者に強制的に適用される性質のものであ
る。
しかし CEPは， 3年半の存続期間中に，延3回，延75週間，生産者負担によ
る「市場隔離」を実施したが，筆者の見解では見 その経済効果の十分な確認
5) "Report on a R函 ewof the CEP, April 1976", Office of the Auditor General, 
Joi母 LegislativeAudit Committee, Calif or呻．
6)桜井悼治，「カリフォルニア・エッグ・プログラムの経験と教訓」『鶏の研究』 1977年
6月。
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もないまま，市況回復とともに，生産者からその継続についての賛同が得られ
なくなって， 1975年未に終了してしまっている。そして1976年4月に，広告，
消費促進及び研究活動を主な内容とするカリフォルニア・エッグ ・マーケティ
ング・アンド・リサーチ・アグリーメント (CEMARA)が新しく発足してい
る。これは，次に述べる同年8月発効の「全米チェック・オフ・プログラム」
と同趣旨である。
3)全米チェク・オマ・プログラ・ム”
これは正式にはナショナル・エッグ・リサーチ・アンド・プロモーション・
オーダーと呼ばれているが， 1974年成立の「鶏卵研究・ 消費者情報に関する法
律」と表裏の関係にある。
1976年8月 1日以降， 3,000羽以下層と種鶏経営を除く， すべての生産者が
販売する鶏卵に対して， 1ケース当たり 5セントの賦課金が徴集され，これに
よって管理主体のアメリカン・エッグ・ボードが，研究，消費者教育，生産者
教育，広告，市場における鶏卵産業の地位強化，内外市場の維持拡大などの事
業を行うことになっている8)。
(2)' マーケティング・アグリーメントとマーケティング・オーダー
フース (Hoos,S. S.)によると叫 マーケティング・アグリーメント （販売協
定と訳しておく）ないしマーケティング・オーダー（販売命令と訳される）は， 19 
30年代の恐慌の時期にはじまっている。それ以前から試みられてきていた，過
剰と品質・規格問題の解決をめざす協同販売 (Cooperatiemarketing)活動を，ぃ
っそう強化するために，自発的な参加による「販売協定」の立法が行われたが，
7)日本家禽産業協会，『海外種鶏ふ化業に関する調査報告書』， 1979年3月。
8)桜井悼治，「アメリカ，イギリスにおける鶏卵消費促進」，『鶏卵肉情報」新春特大号，
1981。
9) Hoos, S.S., Marketing Agreement and Marketing Board, Agricultural Policy 
Forum, Vol. 6, No.l, Iowa State Univ. 
S近neyS. Hoos and et di, "Agricultural Marketing Boards : Prices, Profits, 
and Patterns", Ballinger Publishing Co., 1979. 
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この販売協定への自発的参加者はすぐに，非参加者にも傘をさしかけているこ
とに気づく。そこで新しく産業全体に適用される「販売命令」の立法が追加さ
れた。この点は若干の州においても同様であった。ただし法律の名称は農産物
販売協定法のままになっていると思われる（第1表）。またフースによると，今
日の段階では，アメリカの販売協定と販売命令は， 1937年の連邦法とカリフォ
ルニア州法に依拠すると言われる（第1表）。
はじめ販売命令は，恐慌の時期に，価格と所得をひきあげるための，一時的
な方策と思われていたが，やがて好況期にもマーケティング問題を取り扱う手
段と見なされるようになる。
なお生乳については，独自の販売協定ないし財売命令の立法が行われており，
生乳以外で一般に適用されているのは主として生鮮青果物および TreeNuts 
である。
ただしこれは連邦法による販売命令の場合であり，ここに鶏卵が含まれてい
ないことに注目すべきである。また適用可能作目 (Productseligible)として掲
げられているのは，牛乳，特定の生鮮果実，野菜， TreeNuts, ビーナッツ，ホ
ップである。ここでもやはり鶏卵は含まれていない。
これに対してカリフォルニア・マーケティング法による実施対象作目 (Pro-
ducts regulated)には，果実，野菜， TreeNuts, 養鶏，牛肉，魚，蜂密が含ま
れ， 1962年（昭37年） 1月現在では43のプログラムが実施されていた。適用可
能作目は農業・園芸のすべての生産物とされている10)。
先述のように1958~1961年に農産物販売協定法の鶏卵への適用を求める運動
があったということ，•および1972年カリフォニア州だけに CEP が成立• 発足
したということの背景には上記のような連邦法およびカリフォルニア州法の差
があったと言えよう。
販売協定は，特定農産物に関する農務長官（州の場合は農務部長） と取扱業者
(handlers) (州の場合は生産者もしくは取扱業者）との間の自発的協定であり，協
10) Hoos, S.S., ibid., Appendix. 
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定への署名者だけをしばるものと定義される。これに対して販売命令は農務長
官によって発布される法律的手段であって，一度承認されると，規制対象農産
物の取扱業者が署名者であるか非署名者であるかを問わず，全員に強制的に適
用されるものであると定義される11)。そして販売命令の主たる目的は，生産者
の所得 (NetReturns)を増加させることであるが，そのためのいくつかの条項
が準備されている。それらには，
① 出荷量のコントロール (Volumecontrol) 
R サイズ，等級，パック，コンテナ等の規制
⑧ 広告と販売促進 (SalesPromotion) 
④ 研究と調査
⑥ 非公正な取引の禁止
などが含まれる。
これらの条項のどれが含まれているかは，販売命令もしくは依拠する法律
（連邦法もしくは州法）によって異なり，販売命令の立法をおこなったほとんど
の州では，市場供給量のコントロールの条項を持たず，品質・規格・包装の規
制，広告・販売促進，および研究と調査に限定している。これに対して，連邦
法による販売命令では， 出荷量コントロールの条項を含み， ほかに品質・規
格・包装規制，研究・調査および非公正取引禁止の条項を含むが，広告・販売
促進は一般に許容されていない。
しかしカリフォニア州マーケティング法における条項はつぎのようになって
いる12)。
① 過剰の存在の決定と，過剰のコントロールおよび処分
② 販売総量の制限
③ 取扱業者の購入•取扱量の制限
④ 取扱業者への農産物の配分
11) Hoos, S.S., ibid, Appendix. 
12) "Purpose and Nature of Marketing Order Progams", Bureau of Marketing, 
Dept. of Food and Agriculture, State of California, 1976. 
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⑤ 農産物の取扱，加工，販売の期間の制限
⑥ 過剰フ゜ ルー，安定化フ゜ ルー，副産物フ゜ ルーの設定
⑦ 農産物の格付．検査の確立
⑧ 農産物の広告・販売促進のための計画策定
⑨ 非公正な取引方法の禁止
⑩ 生産調整補償
⑪ 農産物の生産，加工（流通に関する研究）
⑫ 疾病，害虫の発見，コントロール
したがって，カリフォルニア州マーケティング法は州法ではあるが，出荷量
コントロールの条項をもち，さらに非公正取引禁止条項をもっていることがわ
かる。
先述のように，カリフォルニア州では， CEPが，卵価回復とともに，その
存続に関する賛成が得られなくなって， 1975年末をもって終了し，かわって消
費促進，研究・調査だけを中心とした販売協定 CEMARAが1976年4月から
登場する。 CEMARAは CEPと異なって，生産者の自発的参加（それは生産者
の同意署名によって示される。ただし賦課金不払は訴えられる。そのいっぽうで脱退でき
る）によるものである13)。賦課金は， 管理運営に 1ケース (30ダース入り）当た
1セント，広告・ 販売促進に 4セント，計5セントである。
他方全米的には，先述のように， 1958年ごろから始まった農産物販売協定法
の鶏卵への適用を求める運動から約15年の後に， 1974年「鶏卵研究および消費
者情報に関する法律」という別の法律が制定され，これにもとづいて「鶏卵研
究および消費促進オーダー」が関係者の投票に付され (1976年8月発効） 14), こ
れらの法令にもとづいてアメリカン・エッグ・ボード (AEB)が設立される（第
1表）。この賦課金は3,000羽以上飼養者を対象に 1ケース当たり 5セントであ
り， CEMARAの場合と同額である。
13)この成立要件等を示す資料は入手できていない。
14)成立要件は 3分の 2以上の賛成である。 日本家禽産業協会， 『海外種鶏ふ化業に関す
る調査報告書』，昭和54年3月。
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したがって CEMARA(げんみつにはその事務局）のような州別の活動と， 全
米的な AEBの活動は，賦課金の面での調整を必要とすると思われるが，詳細
は不明である。同時に活動面での協カ・調整が必要となる。実態的には， AEB
は，州単位であるいは地域的に消費促進活動がおこなわれる場合，資金助成を
おこない，これらの諸活動を調整するために地域調整役を CEMARAを含む5
つの州・地方組織においている15)。
ここで重要なことは CEMARAはその名称のとおりに「販売協定」であるの
に対して全米チェック・オフ・プログラムは「オーダーJであると言うこと，
および連邦法による販売命令では，一般に広告・消費促進の条項が含まれてい
ないにもかかわらず，鶏卵の場合の「オーダー」では明白に広告・消費促進を
意図したものとなっていること，であるが，他方で注目されるのは AEBの19
79年次報告で，賦課金収入772万ドルに対して，＇払戻金が 111万ドル（収入の14.4
形）もあると言うことである。すなわち「オーダー」であると言う限りにおい
て， 3,000羽以上飼養者の全員から， 賦課金徴集がおこなわれるが，計画を支
持しない生産者は，払込済証明書を提出して，返還を請求できることになって
いるのである16)。
(3) 販売命令の成立過程
連邦法である農産物販売協定法 (1937)による販売命令の成立過程はつぎの
ようになっている17)。
① まず当該農産物の生産者によって予備的提案の草案が作成される。
② その提案が農務長官に提出される。
⑧ 提案された計画の関係地域において公聴会が開催される。その前に15日間の告知期
間がある。
15) AEB, 1979 Annual Roport. 
16)鶏卵研究及び消費者情報に関する法律 (theEgg !Research and Consumer Infor-
motion Act)第13条。TheNational Egg Research and Promot畑 Order,§1250. 
523. . 
17) Hoos, ibid, Appendix. 
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④ 公聴会の終りに，農務長官が同意すれば，提案計画は生産者の一般投票にかけられ
る。
⑥ 販売命令はつぎのような状況で発布される。
(a) 一般投票において生産量の少なくとも 3分の2の賛成が得られた時。
(b) 量的に見て50形以上の取扱業者の賛成が得られた時（ただしカリフォルニア・ア
リゾナ両州の甘きつ計画では80%以上）。
⑥ しかし農務長官は，これとはかかわりなく，販売命令を発布しうる例外的な場合も
ある。 ， 
他方カリフォルニア州マーケティング法 (1937) による販売命令の成立過程
はつぎのとおりである18)0 
① 計画の必要性が，当該産業のメンバーと州農務部の代表者との間で討議される。
② 当該産業の提案者から州農務部長に対して計画案が提出・される。
③ 計画原案への賛否をめぐる公聴会が開催され，計画（販売命令）の必要度が判断さ
れる。（公聴会によって販売命令の必要性が証明されたとしても， なお原案が適法か
どうか， 消費者利益が守られているか， などに関して一定の審査がおこなわれる。）
④ この後最終案が，州政府農務部長によって，投票に付される。投票は同意手続か一
般投票手続かの，いずれかの方法でおこなわれる。
同意手続の場合，文書による同意が，生産量の51%以上を占める生産者の65%以上
あれば，あるいは， 65劣以上を生産する生産者の51彩以上あれば原案は成立すること
になっている。
一般投票手続の場合は，生産者の40彩以上が投票し，生産量の51彩以上を生産する
生産者の65%以上の，または同じく65彩以上を生産する生産者の51彩以上の，イエス
の投票があれば，原案成立と見なされる （生産者が規制される場合）。缶詰業者およ
び乾燥果実パッカーが規制される場合，また取扱業者が規制される場合は，処理•取
扱量から見て業者の65彩以上の賛成があれば，原案成立となる。
⑥ なお起草から発布までの所要期間は4~6カ月であるといわれる。また販売命令の
大きな改正は同様の手続・過程を踏まなければならないとされている19)。
18)注13)の文献。
Hoos, ibid, AppendJx. 
19) CEPの経過に関する本文説明を参照されたい。
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連邦法の場合と，カリフォルニア州法の場合の，原案承認過程の主な相違点
は，前者では投票者だけが考慮されているのに対して，後者では影響を受ける
産業の全構成員が考慮されていることである，と説明されている。
いずれにせよ，法令の中で成立手続が規定されており，しかも投票等の手続
によって産業の全構成員の意志が確認されることが注目される。
(4) 販売命令の実績と評価
連邦法による販売命令は，産業から指名され，農務長官から任命された生産
者および取扱業者から構成される，管理運営委員会によって運営される"20)。
CEPの場合は州政府農務部長の監督の下で， エッグ・アドバイザリー・ボ
ード（鶏卵諮問委員会と訳しておく）が構成され CEPを実施・運営する。委員は
州内生産量のシェアを反映して，南部から 9名，北部から 6名，計15名の生産
者代表である。ただし 2年後の1974年， 2名の消費者代表が委員に任命され，
CEPは，消費者参加をもたらした最初の販売命令になった21)0 
委員会の任務としては鶏卵の品質検査，広告・販売促進，生産・・流通に関す
る調査・研究などのほかに主要なものとして鶏卵の市場安定化のための諸活動
がある。
(a) 鶏卵をとりまく経済的条件，流通諸条件の調査。
(b)・和調査に基づいて過剰鶏卵が存在すると認定した場合（この場合の判断基準は条文
のなかで明示されていない。他の説明資料に「妥当な価格水準で需給を均衡させる」，
「生産費との比較」などがでてくる），委員会が勧告し，州政府農絡部長が，ある一定
期間の過剰鶏卵プールを設定する。
(c) 生産者は 1週当り 200ケースをこえる生産量に対して，ある一定割合を乗じた過剰
鶏卵をプールに提供する。
(d) 生産者は，そのかわりに産卵鶏の処分等によって生産量を減少させる方式を選択し
てもよい。この場合，生産者は，生産調整補償金を受けとるとされている。
ここに示されている過剰鶏卵プールーは， 先述のように， CEP終了までに，
20) Hoos, ibid, Appendix. 
21)注7)の文献参照。
227 
344 闊西大學「紐清論集」第31巻第2号
3回設定された。
① 1972年（昭和47年） 1月中旬から 1973年7月下旬まで37週間ー10彩の隔離 (7,838
ケー ス）。
② 1974年5月中旬より 8月下旬まで16週間ー12.5彩の隔離。
③ 1974年11月中旬より1975年1月下旬まで12週間一5彩の隔離（②と⑧あわせて31,9 
18ケー ス）。
しかしこの過剰鶏卵プールにはいくつかの問題点が指摘されている。会計検
査院報告22)によると，つぎのような事項が指摘されている。
① 計画されたプール期間に，生産者はしばしば隔離要請に応じなかった（農務部の反
論では，たいていの生産者は羽数減少で応じたという）。
② CEPは，生産量の上限を 1週当たり 524,000ケースとして，生産量の配分をした
が，実は史上最高の羽数であった1971年でも， 1週当たり 481,000ケースであったか
ら，ほとんどの生産者にとって，生産量の上限は無いに等しかった。
③ ・プールに集められた鶏卵は，通常の経路を通らない将来の販売機会にそなえて，委
託を受けた企業で割卵凍結されるが， この液卵販売によるプール純益はかなり低か
った。
④ ニューカッスル病の流行で，最初のプール期間 (1972年11月12日~1973年7月29
日）に産卵鶏の10彩が処分され，その前に15彩が処分されていたから，産卵鶏はおよ
そ25%減少した23)0 
⑥ さらに州外からの鶏卵移入は，プール活動と関係なく行われていた。しかも第1回
のプール期間に， 1カ月当たり移入量が7,000ケース増加したのに対して，この期間
全体でプールに隔離された鶏卵はわずかに7,800ケースであった。
④と⑥は過剰鶏卵プールの活動の効果をあいまいにするものと言えよう。こ
うして先述のように， CEPは， その経済効果の十分な確認もないまま，市況
回復とともに，生産者からその継続についての賛同が得られなくなって， 1975
年末に終了した。
UCバークレーにあって，販売命令の展開に初期から関わりのあったフース
22)注7)の文献。
23)産卵鶏羽数統計と照合すると不正確である。
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によれば24), 一般論として，つぎのように説明する。
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① 量的規制 (volumecontrol) ; すなわち出荷量制限 (limitingthe total shijJments 
to market)が，生産者の所得を増加させるか， どうかは当該農産物の交差弾力性に
依存する。また販売命令は生産統制 (controlof production)ではないから，販売命
令による出荷量制限が生産者の所得を増加させる限りでは，生産拡大が生じ，長期的
には過剰生産を招来する。この意味で販売命令は慢性的過剰問題を解決するものでは
ない。
また販売命令はシーズン中の出荷量・価格の変動を減少させるために利用される
が，それがシーズン中の生産者所得の最大をもたらすには，出荷量調整を日別もしく
は週別需要の価格弾力性に対応させなければならない。
量的規制は僅かな州の販売命令で認められているだけで，ほとんどの州で認められ
ていないのは，量的規制が良識をもって運用されないと立法関係者に考えられている
からである。
これに対して連邦法による販売命令では量的規制が認められているが，その場合も
短•長期の効果についての懸念は上記の場合と同じである。
州法ならびに連邦法のいずれの場合でも，直接的な価格統制は認められていない。
価格上昇が所得増加に至る中間的目標であるが，それは量的規制によって間接的に達
成されるのである。
③ 品質規制 (qualitycontrol)には，等級，サイズ，熟度，などの規制ならびに検査
が含まれるが，それらが消費者の選好を反映するならば，消費者の信頼と満足を増や
し，需要を増進させることになるが，しばしば先述の量的規制と混同されている。
⑧ 研究と調査 (researchand investigation)は， 特に州法による販売命令に共通す
るものであるが，最近では連邦法の場合にも含まれるようになっている。研究には，
品種改良・機械設備開発・病害虫防除•新加工法開発などの技術的研究と，市況情報
収集・流通計画の効果測定などの経済的研究の2つがあるが，研究成果の即席的効果
が期待される割には，研究費がきわめて少ない傾向がある。
④ 非公正取引 (Unfairtrade practices)の禁止の内容は，生産物や販売命令によっ
て異なるが，虚偽や誤解を与える表示，適正でない格付け，などが含まれるが，定義
24) Hoos, U.S. Marketing Agree加 ntsand Orders : A .Retrospective View, "Agri-
cultural Marketing Boards", Chap. 11. 
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はややあいまいで，有効な規定を再考すべきである。
⑤ 広告と消費促進 (Advertisingand promotion)には，小売業・消費者教育，展示
やマーチャンダイジングが含まれるが，今日の段階では連邦法の場合には許可されて
いない25)。いずれにせよもし当面する問題が過剰生産や関連生産物との価格競争であ
るならば，広告・消費促進は完全な解決策ではない。また産業全体の視点からおこな
われるノン・ブランドの広告・消費促進活動の経済効果の測定はきわめて困難であ
＇り，未解決の問題であり，いつそうの分析研究を必要とする。
そしてフースは，販売命令は特定の時期および特定の条件のもとでの，特定
の作目について正当な役割を果たすとする。そしてその需要の所得弾力性があ
まり低くはなく，かつ価格弾力性が非弾力的であり，しかも交差弾力性があま
り高くてはいけない。供給の価格弾力性および交差弾力性があまり高くてもい
けない，とする。
フースによれば，販売命令は，慢性的過剰を解決する有効手段ではなく，ま
た生産統制のための有効な手段でもないのである。 1930年代の初期および中頃
には「農業調整」 (agriculturaladjustment)なるスローガンがあり， 初期の販
売命令の立法がおこなわれた時期には，「秩序ある販売」 (orderlymarketing)と
いうスローガンがとなえられた。後に「正常な穀倉」 (evernormalgranary)があ
らわれ，最近では「土地銀行」 (the soil bank)が出現する。 1963年には，「供
給管理」 (supply management)となる。しかし仮りに生産統制が望ましいので
あれば，全米的販売命令を「供給管理」 と言うような呼称で呼ぶべきではな
ぃ，と言う。
ところでフースによれば，販売協定と販売命令の有効性を信じないグループ
からは，もっと総合的な立法もしくは現行法の強化を求める声があり，それは
1966 年大統領が任命した食料流通全国委員会 ~National Commission on Eood 
Marketing)の「販売命令のかわりにマーケティング・ボードを」 と言う勧告
25)先述のように連邦法の販売命令とは異なる法律にもとづくことになった鶏卵に関する
オーダーでは，広告と消費促進が含まれている。
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となってあらわれている。
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他方フースによれば消費者利益がもっと強く反映され，保護されるべきであ
ると言う運動がおこり，カリフォルニア州議会におけるウエイ・サーモンド法
案では販売命令の事務局である諮問委員会の50彩は消費者であるべきであると
し，その結果すべての諮問委員会に消費者代表が加わることになった26)。また
他の法案では広告・消費促進の経費を規制するメカニズムを求めるものであっ
た。
消費者利益に関連して，連邦取引委員会 (theFederal Trade Commission) と
司法省は，販売命令ならびに農業協同組合の適法性に疑問を投げかけている。
またカリフォルニア州において消費者組織が同州の牛乳販売命令を攻撃した。
こうしてフースによれば1937年以来の販売命令に代替しうる，新しい流通シ・
ステムの形成が必要となり，その第一の競争者はマーケティング・ボードであ
るが，その地位は1978年の半ばまでには充分に展開していないから新しい立法
が必要である，としている。
以上で明らかなように，販売命令をめぐる一般的動向のなかで，カリフォル
ニア・エッグ・プログラムは，その効果を充分に確認しないままに生産者間の
合意が得られずに終り，かわって消費促進を中心とする全米チェック・オフ・
プログラムが現在進行中であるが，全米的な販売命令は断念されたように思わ
れる。また鶏卵をめぐるマーケティング・ボードヘの動きもまったく感知され
ず，むしろ卵価形成をめぐる関心が強いように見受けられる27)。しかしフース
の言を借りるならば， マーケティング・オーダー（販売命令）”が諸外国で関心
を持たれたと同時に，アメリカ国内での関心は一般的にはマーケティング・ボ
ードに惹きつけられたのである。 （ただしそのための新しい立法措置は15年後の今日
でも行われていない。）
26)先述の CEPの鶏卵諮問委員会での消費者代表の参加は，これの表われであろう。
27) Harvard Business School, "The Egg Pricng Problem", 4-580-022 Rev. 11/ 
. 79. 
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3. マーケティング・ボード
マーケティング・ボード方式の実態はきわめて多様であり，ここでは比較的
に資料の豊富なオーストラリアの鶏卵需給調整における，エッグ・マーケティ
ング・ボードの実態を例示しよう 28)。
(1) オーストラリアの鶏卵需給調整
1)外iボードの成立
第 2表に示したように，ォーストラリアでは，各州でかなり古くから，エッ
グ・マーケティング・ボードが活動して来ている。もっとも古い創設は，クィ
ーンズランド南部ボードの1923年であり，もっとも新しいのはヴィクトリア州
ボードの1958年である。たとえば主要鶏卵生産地域のひとつであるニュー・サ
ウス・ウェールズ州（以下 NS.W.州と略記する）では29), 1927年に第 1次産品
マーケティング法が成立し，翌1928年にこの法律にもとづいて，州ボードが設
立されている。したがっていずれの州ボードも各州の法律にもとづいて設立さ
れたと見られる（第1表のように各州法の名称は異なる）。
N.S.W. 州の場合は，根拠法律の名称が示すように， 鶏卵だけではなく 1次
産品すべてが対象であるが， 1925年の州選挙での公約およびその結果成立した
州政府の希望により， 1次産品の流通・販売について生産者と消費者の双方を
満足させるための「生産者・消費者会議」が開催され，生産者代表 139名，消
費者代表61名が会合し，助言者として州農務部，関係団体，シドニー大学，な
どからも出席した。この会議の結果として，生産者と消費者の相互利益とより
良い関係が得られるように，上記法律が制定されたと言う。
この法律によって，当該生産物の販売等を規制するためのマーケティング・ボ
ード設立に向けての投票に関する請願がおこなわれる。鶏卵ボードに関する第
28)オーストラリアのエッグ・ボードに関する資料入手については，駐日大使館スペンサ
ー商務官ならびに第1次産業省ウォーレス酪農局長らの協力を得た。
29) N.S. W. 州の鶏卵生産シェアは約40彩であると見られる。
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第2表 オーストラリアにおける鶏卵需給調整の推移（年表）
349 
1923 Iクイーンズランド州南部エッグ・マーケティング・ボードl(EggMarketing 
Board, South Queensland) (第1次産品プール法）
1927 I N. s.w. 州第1次産品マーケティング法(Market切gof Primary Products 
Act, N.S. W.) . 
ニュー・サウス・ウエールズ州エッグ・マーケティング・ボード (Egg 
1928 Market切gBoard for the State of New South Wales) (第1次産品マー
ケティング法）
1931 1鶏卵生産者協議会 (Egg.Producers'Council) 
1938 I西オーストラリア州エッグ・マーケティング・ボード(WesternAustralian 
Egg Marketing Board) (鶏卵マーケティング法）
1941 I南オーストラリア州エッグ.マーケティング・ボード (South Australian 
Egg Board) (鶏卵マーケティング法， 1941)
1943 1戦時安全法，鶏卵配給統制機関
クイーンズランド州中部マーケティング・ボード (CentralQueensland 
1947 Egg Marketing Board), 鶏卵輸出規制法 (EggEi-port Control Act), 
鶏卵輸出賦課金法 (EggExport Charges Act 1947-1965) 
1948 I鶏睛記給統制解除，統制機関廃止，オーストラリアン・エッグ・ボード発足
Iタズマニア州エッグ・マーケティング・ボード (Egg Marketing Board, 
1957 Tasmania) 
1958 
1962 
1965 
1970 
1971 
1974 
ヴィクトリア州鶏卵・鶏卵パルプ・マーケティング・ボード(VictorianEgg 
and Pulp Marketing Board) (第1次産品マーケティング法）
オーストラリア鶏卵マーケティング・ボード協議会（非法定） (the Council 
of Egg Marketing Authorities of Australia), C.E.MA.A. 安定化プラン
1養鶏産業助成法，養鶏産業賦課金法，同徴集法（連邦法）
Iニュー・サウス・ウェールズ州政府，生産統制プラン提示
I養鶏産業安定化法 (EggIndustry Stabilisation Act, 州法）．西オーストラ
リア州生産統制実施
I全国的生産統制実施，取引方法に関する法律 (TradePractices Act, 1974) 
資料出所：日本貿易振興会， 『オーストラリアの鶏卵産業調査報告」農林省食肉鶏卵課，
昭和49年2月。
日本貿易センター，『オーストラリア鶏卵産業の現状』農林省食肉鶏卵課， 昭
和52年5月。
Fuge, R. B., "Situation and Outlook for the Australian Egg Industry," 
a report for Auckland Conference of [nternational Egg Commission, 
Oct, 1980. 
The Egg Marketig Board for the State of New South Wales, "Golden 
Jubilee", Dec. 1978. 
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1回投票(1928年9月）では74.8%(1, 149票）の賛成（反対387票）が得られた30)0 
NS.W. 州では，養鶏屯田 (SoldierSettlements)と政府助成により，鶏卵生産
が急増し， 1916年頃協同組合が自発的輸出プールをつくって，過剰鶏卵のロン
ドン向け輸出をおこなっていたが，鶏卵産業の拡大，ロンドン市場の軟化，生
産者への最低価格支払の維持等のために，輸出損失は1926年頃深刻になってい
たのである。
N.S.W. 州の第 1次産品マーケティング法では， 生産者はボード解散の請願
権があり，解散の可否を問う1931年12月の投票では解散反対74.9% (1,605票），
同1935年 1月79.796 (1,929票）であった。また継続の可否を問う1938年3月の
投票では継続賛成が74.7%であった。ボード反対の空気は，かつてすべての鶏
卵販売を取り抜い，利益をあげていた乳製品業者などから出ることが多かった
が， 1935年の投票以降，なんらの運動もなく，ボードは確立されて今日に至っ
ている。
2) N.S.W. 州エッグ・マーケティング・ボードの役割
ボードの権限と運営は州によって異なっていたと見られる 31)。鶏卵生産者
は，各州ともボードヘ出荷するか，生産者＝代理商としての認可をボードから
受けて買い手と直接取引するか，のいずれかの方法で鶏卵を販売する。
ただしタズマニア州ではすべての生産者が生産者＝代理商の認可を受け，主
として規格遵守が図られている。
上記の直接取引について，主要な生産地域である N.S.W.州（およびヴィクト
リア州32))では「ボードの定める価格」の枠内でおこなわれるとされている33)。． 
したがって州ボードが，卵価設定機能を担っている。その他の諸州では，ボー
30) 1人1票制であると見られる。
31)先述で明らかなように，北部地域とクイーンズランド州北部には，ボードが存在しな
vヽ
゜32)ヴィクトリア州の生産シェアは約25%である。
33) N.S.W. 州の生産者＝代理商による直接取引は， 1973年頃，ボードの売上高の34%に
相当すると報告されている。
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ドが生産者から出荷を受けて，荷受機関の役割を果たす場合，少なくとも卵価． 
発見機能をになうことになると見られる。
その限りにおいてボードは，フュージ (R.B.Fuge, 後出の AEBの1980年チェ
アマン）が言うように， 鶏卵の卸売独占であると見なされる。 またフュージの
表現を借りるならば，ボードは「強制的協同組合」である34)。
N.S.W. 州のエッグ・マーケティング・ボードの役割は，
① 鶏卵の集荷，格付包装，加工
②．殻付卵・加工卵の国内卸売および輸出
③ 卸売価格の設定および輸出価格交渉とプール計算
④ 広告と販売促進
⑥ 研究と調査
⑥ 販売手数料，施設経費・運営費，プール積立金等の徴集
などであり，さらに現状の養鶏産業安定定化計画と生産統制のもとでは，
⑦ プール積立金にかわって養鶏産業賦課金の徴集
⑧ 羽数割当と検査
などがつけ加わっている。
3)オーストラリアン・エッグ・ボード (A.E.B.)
オーストラリアン・エッグ・ボードは， 1948年戦時中および戦後の数年間オ
ーストラリアの鶏卵産業を統制していた戦時安全法 (NationalSecurity Regula-
tions) の終了とともに，発足した。最初の構成は州選出生産者代表6名35)と連
邦 (commonwealth)政府代表 1名， 商業学識者2名，鶏卵産業労働者代表1名
であったが， 1954年生産者代表にかえて州ボード代表7名sJ(N.S. W. 州ボード
からは2名），商業学識者1名に変更されている。
A.E.B. の役割は， 1947年に成立した鶏卵輸出規制法に基づき第一にオース
トラリアからの鶏卵輸出の監督と規制に当たり，第二に各州ボードから輸出向
34)フュージとの筆者らの対談による (1980年10月， A.E.B.事務局）。
35)タズマニアを除く。
36)クイーンズランドについては，同州南部ボードだけである。
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け殻付卵・加工卵を買いとる（前払いがおこなわれる）ことである。輸出規制に
は，規格の設定と励行，輸出認可証の発行，輸出後の無差別・有害な販売の防
止などが含まれる。そのほか販売促進，統計情報の収集等の活動をおこなって
おり，これらすべての経費に充当するため A.E.B.は州ボードから輸出賦課金
を徴集している。
なおオーストラリアからの鶏卵輸出は，すべて A.E.B.を通じておこなわれ
るとされているが， これには法的強制はなく， たとえばNS.W.州ボードは
A.E.B. を通ずる輸出のほかに，直接に日本に対する輸出をおこなっている37)0 
輸出用の加塩卵黄の品質向上は，同国内マヨネーズメーカーの需要を増加させ
たと言われる。
4) C.E.M.A.A. プランと養鶏産業助成法
上述のように N.S.W.州ボードは，卵価安定・引上げのためのプール計算方
式を採用し，輸出損失とボード運営費に充当する賦課金を徴集して来たが，こ
の方式の下では，結局鶏卵過剰の拡大，輸出価格の低下，そして賦課金の引上
げがもたらされ，他方で一部の生産者による賦課金の支払回避（主として無許可
流通経路の利用による）の動きを惹起した。
無許可流通経路とは，州外へ，つまり他州への販売を意味し，それは憲法第
92条（州間取引の自由）を背景にするものであったが，当時輸出先についてはイ
ギリスの鶏卵自給率が上昇して，オーストラリア産鶏卵の市場は狭くなり，し
かもオーストラリア国内における貨幣価値の低下もあって，賦課金 (equalisatoin
37) A.E.B. を通ずる輸出は凍結全卵であり，その最初の試験的輸出は1965年であった。
N.S.W. 州ポードが直接に日本向に輸出するのは，分離卵（加塩・加糖卵黄，加糖全
卵，乾燥卵白，殺菌・末殺菌卵白）であり，．その最初の市場開拓は1966年であった。
当時 ECでは共通農業政策が検討され（穀物統一価格制度がとられるのは1967年で
ある）， NS.W.州ボードのドイツ，イタリー向輸出の将来が危惧されていた。ただ
しN.S.W.州ボードの表現では， 日本のユー ザー ．と直接交渉すると言うが， 経路的
には I商事およびT商事を通じている。
桜井悼治，「輸入液卵の輸入制度と国内流通」， 『輸入農産物の輸入制度と国内流通
に関する総合的研究』，輸入農産物研究会（九州大学）， 1978年3月。
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charge)の引上げもしくはプール計算控除額 (Pooldeduction)の引上げを余儀
なくされ，これが自州ボードのみならず販売先の他州ボードの賦課金支払も回
避する動きを引きおこしたのである。しかも州間取引では個別生産者だけでは
なく，州ボードも州間取引競争にまきこまれた。州ボードがまきこまれるの
は，かなり前にも見られたことであって，たとえば1948年ごろ南オーストラリ
テ州ボードは，他州ボードが州境をこえて侵入することをやめない限り，過剰
鶏卵輸出の賦課金を支払わないと声明したことがある。
言うまでもなく，州間取引の増加は，自州ボード経由の鶏卵市場を狭め，設
定価格の低下もしくは自州ボード賦課金の上昇と，生産者間の不公平を招来す
る。このような事態を打解するため，各州からいくつかのプランが提示された
が，全会一致に至らなかった。交渉が一時中断している間に， 1961年南オース
トラリア州ボードは，ヴィクトリア州および N.S.W.州へ侵入し，殻付卵と液
卵を低価格で販売したため，両州は直ちにお返しをし，戦争が続いた。その結
果，南オーストラリア州は1931年以来の，各州ボード間の協議をおこなう鶏卵
生産者協議会 (EggProducers'Council) (第2表）から脱退した。
このような愚の骨頂をやめるべきであると言う意見が，各州ボードのチェア
マンと農相の間で生じ，＇その結果として 1962年 1月オーストラリア鶏卵マーケ
ティング・ボード協議会，略称 C.E.M.A.A.(Council of Egg Marketing Autho-
rities of Australia)が設立された。 E.P.C.は全ボードから構成されていたが，
代議員制であり，決定には各州ボードの承認を必要としたが，結果的にはあま
り承認が得られず，問題が未解決のまま残されることが多かったのに対して，
C.E.M.A.A. は各州ボードの理事全員に出席資格が与えられ， 全会一致制で運
営されることになり，各州ボードは長い予告期間と，各州農相および連邦政府
第 1次産業相への説明無しには脱退できないとされている。
この段階で，州の権限の連邦への移譲，長期の政府助成や，価格保証などに
よっては，安定化の実現が困難であることは明白であった。そこで相当な議論
と妥協の上で， C.E.M.A.A.プランがオーストラリア農相協議会(theAustralian 
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Agricultural Council, 各州農相と第1次産業相が会合する）に対する勧告案の基礎
として採択された， 1965年 5月養鶏産業助成法 (thePoultry industry Assistance 
Act), 養鶏産業賦課金法 (thePoultry Industry Levy Act), および同徴集法(the
Poultry Industry Levy Collection Act)と言う 3つの法律として具体化し， 同年
7月に発効した。
これらの法律の要点はつぎのとおりである。
① 養鶏卵産業賦課金法：販売目的をもって飼養されている6カ月令以上の成鶏めす20
羽をこえる分について， 1羽あたり 1ドル（当時。 1980年には1.95ドルに上昇）を賦
課する。 20羽までの成鶏，北部地域およびプロイラー用種鶏の一部は，適用対象外で
ある。賦課金不払， その他各種の報告義務違反ないし虚偽報告には，罰金300ドルが
課せられる（当時）。
③ 養鶏産業賦課金徴集法：連邦政府の代りに，各州ボードが自州内の徴集をする。
⑧ 養鶏産業助成法：各州ボードが徴集した賦課金は，政府を通過して，この法律で創
設された養鶏産業信託基金 (PoultryIndustry Trust Fund) に繰入れられ， 基金
は， C.E.MA.A.の勧告に基づいて，第1次産業相が配分し，各州ボードの輸出損失
の補てん・調査研究費その他に充当される。 C.E.MA.A.の認めた研究計画には基金
から50形支出し，残る50%は連邦政府の助成が受けられる。ここで重要なことは，賦
課金率や基金配分額の決定に関する助言機関として C.E.MA.A.が位置づけられて
いることである。
5)需給管理計画と羽数割当
上記のような C.E.M.A.A.プランの具体化によって，賦課金制度の統一・公
平化が実現したわけであるが，それは同時に過剰鶏卵の処理のための財政基盤
がふたたび確立されたことを意味すると考えられる。
そして事実上1970年までの 4~5年は，鶏卵産業にとって非常な好況期にな
った。そのいっぽうで新規参入と高能率経営の出現があり，これを背景に過剰
生産が深刻となり，生産者団体等によって生産統制案が模索されるようになる
が，少くとも， 1970年までは鶏卵産業もしくは法律上の視点から非実際的で受
容しがたいものであると考えられていた。しかし一部の州では先駆的実施が見
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たとえば N.S.W.州の場合， 1969年同州養鶏諮問員会内に特別委員会（鶏卵
産業代表と州農務部代表で構成）が設けられ， 委員長の名をとって， フレンチ・
プラン（基準羽数を超える生産者は羽数を減らすか，または超過羽数によって生ずる過
剰生産に基づく損失を負担する）をまとめ，農相協議会に提出したが， 憲法違反
となるとして拒否された。ついで1970年同州農相は，必要なら同州単独でも実
施する意向を示したが，上記特別査員会が現行のような代替案をまとめた。す
なわち，鶏卵販売を目的とする成鶏羽数を消費量に合わせる，具体的には地域
市場必要量＋安全許容量38)(15彩）の水準に成鶏羽数を減少させるという計画
である。
これが鶏卵産業安定化法 (TheEgg Industry Stabilisation Act)案となり，政
府与党および野党に支持され， 1971年12月に認証されたが， 1972年 8月生産者
の投票に付され，投票率95%, うち可とするもの93%であった。
同法では，州ボードのメンバーで構成される認可委員会 (TheLicensing Co-
mmittee)が基準羽数割当 (abase quota) をおこない， その再検討のためには
別の委員会 (ReviewCommittee)が構成される。羽数割当は放棄が可能であり，
他の生産者に再発行され得るが，追加の割当を受ける個人または企業の飼養羽
数は 10万羽（同法改正前は25万羽）を超えることができない。被割当資格は同法
成立前 6ヶ月間，鶏卵生産に従事していたものに限られる。
同州羽数割当総数は，同州首相 (TheGoverner) から告知される。 これは農
相協議会で同意される州別割当にもとづく。同州の委員会が配分した基準羽数
割当合計は662.3万羽であったが，農相協議会による州別割当は 547万羽 (1975
年），さらにフュージのレポートでは，そのうち実施されたのは450万羽になっ
38)この安全許容量 (safetymargin) には， 鶏病発生， 気候変動を考慮し， かつ検疫
(quarantine)上，鶏および鶏卵輸入が避けられていることが考慮されている。した
がって仮りに日本が鶏卵ボードを成立させて，過剰鶏卵を輸出しようとしても，ここ
には検疫という障壁があることになる。
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ている（後述の NS.W.州羽数割当の縮減参照）。
なお「羽数割当」は同州内部では移譲可能 (tra殴f釘able)であり，移譲は自
由である。認可委員会は，申し出にもとづき，ただし上記のように10万羽以内
ならば，割当の移転をしなければならない。認可委員会に申し出る場合，それ
以前に当事者間でいかなる協議がおこなわれたかは，委員会に申告する必要は
ないとされている39)0 
西オーストラリア州では， 1971年に単独実施にふみきった（第1表）が，全
国的生産統制について， 1972年に農相協議会で合意がなされ，各州ともそのた
めの立法がおこなわれ， 1974年には各州とも実施可能となった。 N.S.W.州に
おける「羽数割当」は1974年8月に始まったが，同年未まではモラトリアム期
間であり，若干の非同意者を除いて，年未までに羽数の調整が実行された。結
局オーストラリア全体としても， 1974年に，各州法にもとづく全国的な生産統
制が実施されたのである。
6)取引方法に関する法律
ところで1974年に「取引方法に関する法律」 lTrade Practices Act) (連邦法）
が成立している。これは取引方法の制限と消費者保護を主目的とする法律であ
る。制限される取引方法には，独占化 (Monopolizat加），排他的取引 (Exclusive
deal切g),再販価格維持 (ResalePrice ma切tena加e)., 価格差別 (Pricediscrimi-
nat加），合併 (Mergers)などが含まれる。
この法律がマーケテイング・ボード活動に影響を及ぽすことは明らかである
が，筆者にはその詳細を論評する資格がないから， N.S.W. ボードの反応を紹
介するにとどめる。 N.S.W.州ボー ドは， 1975年にこの法律の下におけるボー
ド活動を容易にする修正を求める意見具申をおこなっている。 1971年と1977年
には州法である第 1次産品マーケティング法に関する意見具申をおこなってい
39)このことは「羽数割当」に取引価格が発生していることを示唆している。その価格水
準は需給事情によつて異なると思われるが，クイーンズランド州のように明確に 3ド
ルとされているところもある。
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るが，これら 3 つの申立ては，•いずれもボード活動の弾力性を求めるものであ
った。
弾力性の拡大を求める項目はつぎのとおりである。
① ・食品の製造，ならびに製造に関する契約
R ボード施設等のリース
③ ボード指定の代理業者によるものを含むボードヘの配送に関する指令
④ 鶏卵品質の衛生基準の規制
⑥ 特に過剰生産期における，需給管理上必要かつ適当と考えられる羽数割当の，ボー
ドによる一時的取得。
⑥ 生産者に対する支払方法（価格刺激ないし差別的価格，価格支持基金の設置）
R 末処分生産物の会計処理
そのほかマーケティング協議会 (amarketing council)の新設という考え方が
あり，これに対して，現行では，マーケティング・ボードは生産者と消費者の
双方に対して責任を有する団体であると主張されている。また現在のボード構
成は 5人の生産者代表と 2人の政府任命者から成るが，この構成のままでよい
と主張している。詳細は明らかではないが，いずれにせよボードのあり方に，
問題が提起されているように思われる。
(2) マーケティング・ボードの実績と評価
オーストラリアにおける鶏卵マーケティング・ボードの実績をすべて示すこ
とは紙幅の関係から無理であるが，一般にわが国からの訪問者の多くは，殻付
卵価格がわが国の平均卵価に比較して高位にあることを指摘している40)。しか
しそれを単にマーケティング・ボードの活動にのみ帰するわけにはいかないで
あろう。少なくとも1974年以降では，需給管理すなわち羽数割当ないし生産統
制が背景にあるからである。
N.S.W. 州ボードの表現を借りるならば，ボードは大規模商企業 (commercial
entダ炒ise)であり， 販売組織 (marketingorganisation)であり，製造・加工企
40)桜井悼治，「輸入液卵の輸入制度と国内流通」，『前掲報告書』， 1978年3月。
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業である。すなわち初期には，殻付卵の販売規制 (marketingcontrol)を通し
て，換言すれば過剰鶏卵の輸出を通して，国内殻付卵価格の維持が可能となっ
たのであるが，生産拡大とともに輸出市場の軟化もあって，各州の境界の枠内
では過剰鶏卵の処理が困難となり，各州ボードをまきこむような各州間安売競
争が発生し，これを調整する C.E.M.A.A.プランが策定される。
このような鶏卵販売・輸出の全国的調整ならびに財政基盤の再確立と負担の
公平・統ーは，国内殻付卵価格の維持を続行させ，その他の事情も加わって，
高収益がもたらされ，さらに新規参入と高能率経営の出現と相まって，ふたた
び過剰生産が深刻となり，全国的需給管理 (demandsupply management)すな
わち羽数割当 (henquota)が導入されているわけである。
この羽数割当については，ボードは認可，確認検査などの点で深くかかわっ
ているけれども，ボード・システムそのものではないことに留意しなければな
らない。
その羽数割当ないし生産統制の導入結果を，前出のフュージのレポートで見
れば， 1975年の州別羽数割当の配分合計は， 1,330万羽であったが，各州での
実施，「羽数割当」は 1,143万羽で， 14形縮減したものとなっており，その後も
実際の総羽数が減少傾向を示している。すなわち首都地域 (ACT), タズマニ
ア州，北部テリトリーを除く，全国登録農場における総年間平均羽数は， 1975
~76年度 1,111万羽から， 1978~79年度1,059万羽に減少している。同じ期
間に，登録農場数は 4,267から 2,943に減少したから，農場当たり平掏羽数は
2,600羽から3,600羽に上昇したことになる。
・2万羽以上層の戸数シェア，羽数シェアは， 1966~67年度0.11形， 6.5形で
あり， 1974~75年度に 1.86彩， 31.01形となり， 1978~79年度には 3.02%,
35.63彩であるから，階層分解の速度が 1974~75年度以降著しく鈍化してはい
るが，総羽数が減少しつつ，なお進行していると言うことができる。
N.S.W. 州の場合，構造再編 (restructuring)は全国動向と同様に1975年まで
に大きかったが，現在も進行中である。もとから同州の鶏卵生産は家族経営で
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担われて来たが，羽数割当以降平均飼養規模は2,000羽から5,000羽に上昇し，
認可農場数は1,860から900に半減した。飼養羽数の大部分は中規模層で占めら
れていると言う。
しかしこのような総飼養羽数の減少に比例して生産量が減少したわけではな
い。フュージは，羽数割当に伴なう生産効率（および鶏舎利用率）の向上を指摘
している。
NS.W. 州の場合， 同様の生産効率上昇に伴なう生産量増加に対して総羽数
割当を修正する必要が生じている。まず 1977年10月に494.7万羽へ，ついで
1978年10月に450万羽へ縮減されている41)。生産者は若干の非同意者を除いて，
状況をよく理解するとともに，計画に従っていると言われる42)0 
なおわれわれにとって興味深いのは，構造再編ないし階層分解に関する評価
である。過剰生産に伴なう州間競争に対応する全国的調整対策としての C.E.
M.A.A. の安定化計画の段階では， 事態を放置するならば，マーケティング・
ボード発足以前のような，搾取の蔓延に逆戻りし，平均的家族経営の将来はき
わめて厳しいものとなろう， と警告されていた。 C.E.M.A.A. プランは先述の
ような養鶏3法となって実現する (1965年）が， この次の段階で養鶏産業安定
化法 (1971年）が制定される前駆となった， 先述のフレンチ・プ°ランでは， 単
に「羽数割当」の構想だけにとどまらず，非効率の小規模生産の転換が意識さ
れていたのである。このような伏線もあって， NS.W.ボードの "Golden]ubi-
lee"では，需給管理計画，つまり羽数割当の導入は，産業の合理化と構造再編
41)このような羽数割当縮減の全豪版は入手できていない。
42) 1978年の法改正で，検査員 (inspector)に施設立入検査の権限が与えられている。
非同意者による，養鶏産業安定化法の無効を主張する訴訟がこれまで2件あるが，
いずれも却下されている。
ただし無認可飼養，認可場所・条件の無視，割当超過飼養等の違反は日常的に起っ
ていると言われる。そのため，新潟大学野並教授のもたらされた情報では， N.S.W.
州では違反に対する罰金が強化され， たとえば「生産に関する記録を怠った場合」
400ドルの罰金が1,000ドルに改められている。生産者の一部に限られるかも知れない
．が，生産統制の実施に伴なうさまざまなトラプルが推察される。
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をもたらし，その結果として，生産者・消費者ともに利益があったと評価され
ている。実際において消費者価格の相対的低下が，フュージによって指摘され
ている。しかしわれわれにとっては，需給管理計画のもとで，事実上構造再編
が進行し，それが計画の目的であったとされることが注目されるのである。
また鶏卵輸入国としてのわれわれから見て興味深いのは，オーストラリアの
加工卵は，凍結全卵および凍結卵白に関する限り，ほとんどすべての輸出先は
日本であるが， それが近年減少傾向を示していることである。その理由とし
て，フュージは羽数割当の実施に伴なう統計精度の上昇をあげている。先述の
相対価格の低下に伴なう国内消費の増加も理由のひとつとして推察されるが，
生産効率の上昇を考慮した羽数割当総数の削減と言うような， N.S.W.州に見
られた生産抑制的措置などもあって，過剰鶏卵輸出の減少と言う結果が生じて
いると考えられる。
4. むすび一ーマーケティング・オーダーと
マーケティング・ボード
一般にマーケティング・ボードは，大部分はマーケティング・オーダーと機
能的に相似しているが，前者はより広く，かつより強い権限を持つとされてい
る43)0 
われわれから見て共通する面から挙げるならば，つぎのようになるであろ
う。
① 両者ともに法律に基づいている。 CEPはカリフォルニア州農産物マーケティング
法に基づくオーダーであり， N.S.W. 州エッグ・マーケティング・ボードは同州1次
産品マーケティング法に基づく4¥
② いずれも設立・存続に関して賛否を問う投票が実施されている。 CEPは存続に対
する賛成が少なく終了したが， N.S.W.州ボードは存続を問う運動がなくなり，生産
43) Hoos, ibid., Glossary. 
44)行政指導がかなり有効であるわが国の事情と異なる。
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者の大部分に支持されて存続しているのである45)。
361 
⑧ 両者ともに販売量規制によって価格維持を図り，それによって所得確保を達成しよ
うとするものである。異なるのは， CEPが自由流通の中で一時的市場隔離と液卵市
場（国内）への放出をおこなったのに対して， N.S.W.州ボードは，生産者＝代理商
が認められているとは言え，全流通量を把握しており，価格設定機能を持ち，過剰鶏
卵の販路は輸出である，ということである。この意味で N.S.W.州ボードは，購買独
占・販売独占 (Monopsony-MonoPoly)的であり， フュージの言うような「強制的協
同組合」なのである。
④ いずれも諸活動に伴なう経費を生産者が負担している。 CEPの過剰鶏卵プールの
場合は収益配分がきわめて低いと言う意味でも生産者負担となったが，これに加えて
諸活動のための賦課金が支払われている。 N.S.W.州ボードの場合は飼養羽数に比例
した賦課金が徴収され，輸出損失その他の経費に充当されている46)0 
⑥ 両者ともに消費者利益を考慮せざるを得ないことを示している。 CEPはその事務
局である諮問委員会のメンバー．に消費者代表を加えた。 N.S.W.州ボードは，生産者
と消費者の双方に責任を有する (accountable)組織であると言い， フュージは相対
価格の低下を強調している47)。もっともこれには一般的な技術革新とともに，羽数割
当の移譲 (tra硲jerability)が認められ， 構造再編 (restructuring)が進行し，全
般に生産効率が上昇していることが背景をなしていると考えられる。
⑥ いずれも市況に影響されるところが大きいと言える。 CEPは卵価の低迷を背最に
発足し，卵価の回復とともに終了した。 N.S.W.州ボードの場合は，国内殻付卵価格
が有利で，鶏卵生産の収益性が高いと，過剰基調が支配的となり，過剰鶏卵の輸出に
よる国内価格維持と言うシステムが破碇し，今日の段階では羽数割当という生産統制
を導入するに至っている。オーストラリアのエッグ・マーケティング・ボードの場
合，ボード・システムと生産統制は，いちおう別の仕組みではあるが，羽数割当の認
45)わが国の行政指導も生産者団体等の要望に基づくことがある。．
46)この意味で，その過剰鶏卵輸出は擬似ダンピング (spurious dump切g) であると見
られる。
47) フースは，一般にオース•トラリアとカナダのボードは消費者に対する責任の点で議論
の的になっている．と指摘する。特にカナダの養鶏ボードが事例として挙げられてい
るが． これにはマニトバ州立大学ロインズ教授の見解が影響を与えていると思われ
る。 Hoos,ibid., chap. 12, Marketing Boards. 
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可・検討，検査を担当し，事実上統合されたもののように見えている。
いずれにせよマーケティング・オーダーとしての CEPが，一時的市場隔離を実施・
するだけであったのに対して， オーストラリアのエッグ・マーケティング・ボード
が，鶏卵の仕入れ，格付け，加工，卸売などをほぼ全面的に掌握する購買独占・販売
独占的性格を持つものであるにもかかわらず，それだけでは，過剰生産に対応しきれ
なかったと言う事実に注目しなければならない。
⑦ したがってボード・システムの導入は，必ずしも生産統制を内包するものではない
ことに留意しなければならない。
ひるがえってわが国の卵価安定対策を上述のような販売命令ないしボード・
システムと対照して考えると，いくつかの異同があり，きわめて興味ぶかいも
のがあるが，ここでは割愛する。総じてわが国の卵価安定対策は，さまざまな
面でゆるやかな対応であり，また多元的な複雑さを持っている。目立った差異
は，立法措置，生産者間のコンセンサスおよびその確認方法，ならびに生産者
負担などである。わが国では卵価安定対策の一環としての生産調整をめぐって
足並みを揃える試みがあり48), 消費促進に関する自発的基金造成が進行中であ
るが，つぎの一歩前進に向けての議論の深化を期待したい。
48)農水省食肉鶏卵課，『鶏卵需給対策調査検討会報告書』，昭和55年12月。
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